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第11分科会：地域における教育コミュニティづくり

	テーマ
	　地域の中で、学びの環境整備をするために、地域資源（人・場所・ネットワーク）をどう活用し連携を進めていくか。

	特徴的な情勢
	①　「官から民へ」の流れや自治体の財政難により、各自治体においてはコスト削減を目的とした民間への業務委託や指定管理者制度の導入などが行われています。教育関連職場においても、現業職場や生涯学習関連施設職場などを中心に同様な状況となっており、公共サービスによる責任の所在が不明確となり、利用者の安全・安心に対する懸念が生じています。

②　社会の多様化や少子高齢化の進行、格差の拡大などにより、子どもを取り巻く環境が大きく変化する中で、学校だけでは解決できない課題が山積しており、地域全体で教育を支えるしくみが必要となっています。このような中、地域の教育資源を学校教育に取り入れる取り組みなど、人のつながりや地域のアイデンティティの確立が教育再生の一つの手がかりとして注目されています。

③　政権交代によって「地域主権」「地方自治」といった言葉が注目を浴びる中で、それぞれの地域の実情や面する課題に対応した施策の展開が必要となっています。また、地域の課題解決に向けた力を市民一人ひとりが身につける手段として、生涯学習の必要性は高まっています。

	主要論点と実践課題
	①　本分科会では、09年８月にまとめられた「自治労の地域教育改革『16の提言』」をベースに議論を深めます。特に、「地域コミュニティと学校」「社会教育・生涯学習」の項を中心的なテーマとして議論・交流を進めます。《「自治労の地域改革『16の提言』」ホームページ》

　http://www.jichiro.gr.jp/jichiken/sagyouiinnkai/index.htm
②　学校や生涯学習関連施設などの行政機関が今後どのように地域とかかわり、地域の中でどのような役割を担うのか、あわせて、その役割を果たすために、公共サービス労働者（学校事務員・学校用務員・給食調理員や生涯学習関連施設・教育委員会事務局で働く方など）は、どのような視点を持ち、どのような仕事をしていく必要があるのか、について考えます。

③　学校現場をはじめとしたそれぞれの現場において、日々の仕事の中で積み重ねられた経験を、どのように活かして取り組みを進めているのかについて、実践報告を中心に考えていきます。
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